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平成16年は、停滞した梅雨前線に太平洋高気圧の縁辺

を回るように暖湿流が流入したこと、発生した29の台風

の内10の台風が我が国に上陸したことなどによって、新

潟・福島、福井、兵庫をはじめとして我が国の各地にお

いて既往最大もしくはそれに近い降雨が発生し、合計で

227名の死者・行方不明者を出す甚大な水害が発生した。

これらの水害が発生した河川の多くは、流域面積とし

て約300km2～800km2程度で洪水の到達時間としては

3時間から12時間程度の県が管理する一般的には中小河

川といわれる部類に分類される河川であり、計画規模並

びに現況河川の整備水準も国が管理する河川に比べて低

いものが多い。

本論文は、上述した新潟・福島豪雨や福井豪雨等を生

起させた近年の降雨の特徴について分析を行うとともに、

流出時間が短いなどの中小河川の諸特性を踏まえた計画

論の方向性並びに現況の河川整備水準が低いという中小

河川の現状を踏まえた減災対策の方向性について、実際

に水害に遭遇した地域の反省等を基に実効的な方策につ

いて検討を行ったものである。

浸水想定区域図が策定されている県の河川を対象とし

て、現在の計画において使用されている流出計算手法及

び推移計算手法等についてアンケート調査を実施した。

計画において使用されている流出計算手法について、

流域面積の大きさとの関係で整理を行ったものが図－1に

示したものである。全体で見れば調査した河川の半数以

上が降雨強度式と合理式によって基本高水のピーク流量

を設定しているが、その傾向は100km2以下の河川にお

いて顕著であり、100km2を越えると流域分割を行って

貯留関数法を使用しているものが多いことが分かる。

流出計算手法と同様に河道水位計算法について整理を

行ったものが図－2である。水位計算法については、等流

計算と不等流計算を用いている河川数は、ほぼ同数であ

るが、流出計算手法の場合と同様に100km2を境として、

100km2以下において等流計算法、100km2以上におい

て不等流計算法が用いられる傾向にあるようである。

調査対象とした中小河川における将来的な計画規模と

暫定計画規模との関係について整理を行ったのが、図－3

である。この図からは氾濫原の資産の集積等を勘案して、
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平成16年には、新潟・福島豪雨や福井豪雨が発生し、

堤防からの越水・破堤により甚大な被害が生じた。この

新潟・福島水害及び福井水害を発生させた降雨の原因は、

停滞していた梅雨前線に太平洋高気圧の縁辺を回るよう

に暖湿流が流れ込んだことによるものである。この結果、

強い雨雲が幅30～50km、長さ100～120km程度の領

域で6～12時間停滞し、記録的な大雨となった。

この新潟・福島豪雨と福井豪雨の実績DAD（降雨の継

続時間～面積～降雨量）関係とこの地方で過去最大であ

った羽越豪雨から算出されるDAD曲線との関係を示した

のが、図－5及び図－6である。

五十嵐川及び刈谷田川での浸水の原因となった新潟・

福島豪雨の場合には、6時間及び12時間で北陸地方にお

いて既往最大であった羽越豪雨と同じような空間スケー

ルの降雨規模であったことが分かる。

足羽川での浸水の原因となった福井豪雨の場合には、3～

6時間の時間スケールで北陸地方において既往最大であっ

た羽越豪雨を越える空間スケール規模の降雨であったこ

とが分かり、両方のケースから6～12時間程度の継続時

間の降雨が非常に大きいことが理解できる。

将来的な計画規模を1/100としているものの暫定的な計

画規模として1/10以下としている河川が多数存在するこ

とが理解できる。

中小河川において現象の解析、計画の立案検討を行う

際に必要となる水位、流量、雨量資料の有無について整

理を行ったのが図－4になるが、資料を有していた河川は

全体の1/3程度であり、一般的には、様々な技術基準等

に記載されている流出率や県が地域毎に定めている降雨

強度式を用いて計画の立案が行われている河川が多いこ

とがうかがわれる。

なお、各県が作成している降雨強度式は、昭和40年代

までのデータを基に作成されているものが多く、後述す

る近年の降雨特性の変化を反映されているかが疑問とな

るものが多いと思われる。

近年降雨の特徴と中小河川計画の方向性

図－3 将来計画規模と暫定計画規模の関係

図－4 解析に必要な水位，流量，雨量資料の有無

図－5 新潟水害の実績DAD関係

（北陸地方のDAD曲線との比較）
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このようなことから、各時間スケールにおいて近年の

降雨の状況に変化が見られるかを検討するため、アメダ

スに登録されている観測所を対象に、昭和51年から平成

16年までの雨量を整理し、参考資料に示した角屋の気候

区分毎の1時間、3時間、6時間、12時間、24時間、48

時間雨量の新記録発生回数の整理を行い、アメダスの新

記録発生回数と渡辺ら1）が実施した出現理論とを比較し、

5年毎に近年の新記録の発生状況について検討を行い、

図－7に示した。

検討の結果、近年では平成10年～12年に新記録が発

生しており、気候区分3、4、8、9においては、新記録

の発生回数が理論値より多くなっていることが明らかに

なった。また、気候区分5では、平成11年に新記録を達

成しているにもかかわらず、平成16年の降雨が新記録と

なっている。

図－7 各気候区分の新記録出現頻度

図－6 福井水害の実績DAD関係

（北陸地方のDAD曲線との比較）
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統計年数が短いこと（今回は29年間のデータを使用）、

気候区分の設定方法によって左右されることなどから、

決定論的に近年降雨に特徴があるとは言えないが、時間

スケールとして降雨継続時間が6時間から12時間程度の

降雨量の変化が異常になっているのではないかと感じら

れる。なお、降雨継続時間が6時間から12時間程度のス

ケールに対応する流域の空間スケールとしては、概ね

300km2～1,000km2程度の流域を有する河川が問題と

なり、このような空間スケールを有する河川における異

常洪水に関心を払う必要が高いと感じられる。

前述した中小河川の整備水準の低さや最近の降雨変化の

動向を勘案すると、現状の整備水準以上の降雨が発生する

可能性が高いことに配慮し、被害を最小限に抑えれるよう

な治水施設の設計の考え方について検討を行うことが重要

である。また、現状の整備水準以上の洪水が発生した場合

においても、被害を最小限に抑えるような実効的な減災対

策として、初動対応としての情報収集・伝達、避難勧告・

指示の発令のあり方、災害弱者の避難、浸水に対して安全

な避難場所、洪水危険度マップなどのソフト対策について

検討を行っておくことが非常に重要である。

本節では、実効的な減災対策としての初動対応での情

報収集・伝達、避難勧告・指示の発令のあり方、災害弱

者の避難、浸水に対して安全な避難場所、洪水危険度マ

ップなどのソフト対策について災害対応での事例を踏ま

えながら、実効ある対策について検討を行うこととする。

豪雨・洪水時における情報収集・伝達の遅れは被害拡

大を助長する要因となるので、情報伝達機器の整備はも

とより、情報の収集・伝達にあたってのソフト対応（受

発信者のミスをなくす、伝達の仕方を工夫するなど）の

改善を行い、より迅速かつ確実な情報の収集・伝達を行

うようにする必要がある。

情報収集に関しては、他の防災業務に忙殺され、気象

台等から貴重な情報が伝達されていたにもかかわらず、

情報を見逃していた事例が多く見られる。このようなこ

とに対する最も効果的な改善方法は情報連絡担当者を配

置して、情報の収集・伝達に専念させることが重要であ

る。以前、全国の水防管理団体に対して、水防体制に関

するアンケート調査を実施したが、情報連絡担当者がい

る機関が13年間で74％（S60）から29％（H10）へ

と極端に少なくなっていることがあったが 2）、情報収

集・発信の専任担当者を配置することが重要ではないか

と考えられる。

また、既存の情報収集・伝達体制で情報の見逃しをな

くすには、情報を受けた人が発信機関に返信することと

し、もし返信がなければ発信機関から再度連絡をとるよ

うにすることである。非常に高価な防災情報システムで

あっても、この点については不十分な場合があるので、

発信機関へ情報を受けたことを返信する確認ボタンをシ

ステムに設けるべきである。そして、情報収集・発信の

専任担当者は大雨・洪水時に迅速かつ確実に情報伝達機

器を操作できるよう、日常業務においても機器を利用し、

操作に慣れておくことが重要である。

災害情報の収集にあたっては、特に浸水時などは機動

的な車の活用ができないので、県や市の出先機関より情

報収集すれば、面的な収集が可能となるが、行政機関だ

けによる収集には限界があるため、沼津市、鶴岡市等で

実施している無線を貸与した町内会長等より情報収集を

行ったり、川崎市、諏訪市、本庄市等で実施している協

定を締結したタクシー会社のタクシー無線を活用する方

法等3）を積極的に検討する必要がある。

行政機関から住民への情報伝達については、例えば、

避難勧告・指示はこれまで防災行政無線が使用されるこ

とが多かったが、既往の成功事例（S58.7三隅町（三隅

川）、S61.8石下町（小貝川）、H5.8郡山町（鹿児島豪

雨災害）他）などから判断して、防災行政無線（戸別受

実効的な減災対策に関する考察

1 初動対応としての情報収集・伝達
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信機）と広報車を組み合わせて伝達する方法が有効であ

ると考えられる。これは防災行政無線（戸別受信機）は

迅速かつ確実に住民へ情報伝達できるし、広報車は切迫

感を持った情報伝達ができるからである。なお、全戸で

なくても、少なくとも町内会長や自主防災組織等の情報

を伝達すべきキーパーソン（組織）宅には防災行政無線

（戸別受信機）を設置すべきであると考えられる。また、

情報を伝達する際には、避難する必要性を感じさせるよ

う、危機の切迫感を正確に伝えるような伝達の仕方につ

いて工夫する必要がある。

避難勧告・指示に関して、先ず念頭においておかねば

ならないことは、住民は防災のための対応が空振りに終

わることには寛大であっても、見逃しには厳しい見方を

することである。大雨や洪水の発生が予想されても市町

村は空振りを恐れて、避難勧告・指示を発令することを

躊躇してしまう。この時、避難勧告・指示を発令して、

万一水害が発生しなければ、住民から非難される、又は

住民に混乱を与えてしまうという責任感からくる心理作

用が働いているのである。田代の研究4）によれば、「必ず

しもあたらなくても避難勧告・指示を出した方が良い」

に賛成又は近い回答（88％）が、「あたらないのであれ

ば避難勧告・指示は出さない方が良い」に賛成又は近い

回答（9％）を大きく上回っていた（サンプル数231名）。

福井水害後に実施されたアンケート調査（サンプル数

402名）でも、同様に約9割の人が「たとえ空振りにな

る可能性があっても、避難勧告・指示を早目に出してほ

しい」と回答していた。以上のことより、雨量・河川の

状況等から危険性を察知した場合は躊躇することなく、

避難勧告・指示を発令すべきであることが分かる。

避難勧告・指示の発令にあたっては、発令基準をどう

定めるかが大きな課題となる。発令基準を定めるにあた

っては、避難基準の検討のために図－7に示したような過

去に発生した大きな洪水を対象に最大時間雨量と総雨量、

それぞれの雨量で浸水が発生した時の雨量等や浸水の発

生原因となった素因（越水、浸透、侵食）、誘因（土砂・

流木による水位上昇）、洪水位上昇速度などを示した基礎

データ図5）を作成する必要がある。

この図を活用することにより、どの程度の雨量で、ど

のような形態の洪水が発生し、何が原因で浸水が発生し

たかといった一連の現象の概要を把握することができる。

もちろん、具体的で詳細なデータ（降雨ハイエト、洪水

ハイドロ、破堤箇所、浸水区域など）も添付するが、全

体的な状況を把握するには、この図で十分である。図－8

の例で言えば、「発令基準は時間雨量40mm又は累加雨

量200mmが一応の目安となるし、流木による河道閉塞

がある場合は水位上昇が速いので、更に早目の発令が必

要となる」ことが分かる。

これまでにも大雨・洪水警報が発令されると、避難勧

告を発令するなどといった基準はあっても、それ以上の

詳細な発令基準は少なかった。確かに大雨・洪水警報は

発令基準（目安）の一つとはなるが、大雨警報は300～

400回/年発令されているが、1998.11～1999.10デ

ータを対象に調査された大雨警報の的中率（警報発令後

に基準値以上の雨量が発生した割合）は42％であった6）

ことを勘案すると、これらに加えて、各河川の水位上昇

速度等の流出特性や洪水予測の有無等並びに住民が避難

に要する時間を考慮した避難勧告・指示の発令基準につ

いて検討することが重要であると考えられる。

2 避難勧告・指示の発令のあり方

図－8 避難勧告・指示の発令基準を定めるためのデータ整理例
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全国には総人口の2割以上（約2,900万人）に相当す

る災害弱者が存在し、特に70才以上の高齢者はここ10

年間で600万人以上も増え、現在1,600万人以上もいる。

水害が発生した時、災害弱者の対応は遅れることが多く、

また介助がないと避難が困難な人も多い。平成16年に発

生した水害で見ても、死者・行方不明者227名の中で年

齢が判明した人のうち、約6割が65才以上の高齢者であ

り、うち（土砂災害を除いた）洪水・氾濫による死者・

行方不明者の約6割が65才以上の高齢者であった。従っ

て、災害弱者に対しては情報を優先的に伝達するととも

に、避難誘導を行う必要があるし、それが困難な場合は

水害時の避難の仕方（ノウハウ）を予め習得しておいて

もらう必要がある。

個人情報との関係もあるが、市役所等で弱者マップを作

成したり（登別市、宮古市）、予め居住地を確認しておく

（災害対応でなくても税務管理等でデータベース化されて

いる場合がある）とともに、豪雨・洪水が発生すると、市

役所等は防災行政無線（各戸受信機）や広報車、または災

害弱者タイプに応じた手段を用いて情報伝達を行う。例え

ば、聴覚障害者にはFAXやポケベルなどを使用して視覚

的な情報伝達を行い、独居老人や寝たきり老人には緊急警

報時に自動的に放送を受信する緊急警報放送システムや緊

急通報システムを用いる。その他、市役所等は町内会長、

民生委員、社協を通じて災害弱者に情報を伝達するような

体制を整備しておくことが重要である。

災害弱者のなかには避難しようと思っても体が不自由

で避難できない人も多いので、家族や地域コミュニティ

による避難誘導が必要となる。地区毎に住民○○人に1人

の割合というように避難誘導員を割り当てておく（香川

県内海町：住民10～20人に1人の避難誘導員）のが最適

である。なぜなら、災害弱者への対応マニュアルがあっ

たり、社協などによる対応を想定していても、対応予定

者やその家族・職場等が被災して、対応することができ

ない場合（東海豪雨：愛知県新川町）も多く、やはり近

所付き合いからの共助の精神に基づく誘導の方が確実性

があるからである。割り当てが困難な場合は市職員、消

防団員、民生委員等が弱者を誘導するようにすることが

重要である。

なお、避難の際には、健常者であっても1人で浸水中を

避難するのは危険であるので、弱者はロープや竹竿など

でお互いを連絡しあって複数の人で避難するようにする。

浸水中は水の流れだけでなく、水の浮力が影響して足も

とが不安定となり、歩行しにくくなるので、要注意であ

る。また、浸水時は道路と水路・側溝などとの境界がよ

く分からずに転落する人が多いので、探り棒（1.5m程度）

を携帯するようにすることが肝要である。

避難所は地域防災計画等において、地震を対象に指定

されたものが多い。そのため、川の近くや低平地に位置

したり、平屋の避難所も多く見られる。平成16年7月の

新潟・福島豪雨災害時の五十嵐川左岸（三条市）におい

ても、53箇所の避難所のうち、23箇所の避難所が浸水

区域内であった。従って、避難所の指定にあたっては、

浸水想定区域図や浸水実績図並びに治水地形分類図等を

適切に使用し、横浜市のように地震時の避難所と浸水時

の避難所を分けて指定する必要がある。

洪水危険度マップと言えば、洪水ハザードマップを連

想するように、洪水ハザードマップに関する認識が高ま

ってきたことは望ましいことである。しかし、洪水危険

度マップとしては、他に浸水想定区域図、浸水実績図、

土地条件図などもあることを知っておく必要がある。洪

水ハザードマップの作成数は約300であるが、浸水実績

図も同じくらいの作成数があるし、他のマップを含める

と恐らく1,000近いマップが作成・公表されている。

浸水時の被害を最小限に抑えるためには、洪水ハザー

3 災害弱者の避難

4 浸水に対して安全な避難場所

5 洪水危険度マップ
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ドマップを早急に作成することが最も重要である。洪水

ハザードマップが予算上の制約などで作成できない場合

は、浸水実績図の作成・公表を速やかに行ったり、電柱

等への浸水位表示を行うことにより住民が減災行動を早

めにとったりなど、意識啓蒙を図るうえで参考になって

良いと考えられるので、現在活用できる情報を有効に用

いて、住民防災意識の向上が図れるように対策を検討す

るべきである。但し、多くの自治体が洪水ハザードマッ

プの作成にあわせて、避難計画や避難所の見直しの検討

を考えており、そうした状況を考えると、やはり早期に

洪水ハザードマップを作成できるようにすべきであり、

またそのための財政措置をとる必要が高いと考えられる。

本論文では、中小河川において用いられている計画手法

並びに河川整備の当面の目標となっている暫定計画規模の

実態について整理を行った。この結果から、あまり新しく

ない降雨データなどで計画が立案されているとともに、住

民の身近にある中小河川の安全度は低いことがわかった。

また、アメダスデータを用いた近年の降雨の特性につ

いて検討を行った結果からは、今後詳細な検討は必要で

あると考えられるものの、時間スケールとして降雨継続

時間が6時間から12時間程度の降雨量の変化が大きくな

っているのではないかと感じられた。

上述したようなことを勘案すると、比較的整備水準が

低い中小河川において各河川の実力（治水安全度）を十

分に調査し、現況の治水施設の整備規模以上の洪水が発

生した場合においても被害を最小限に抑えることができ

るように、有効な対策を流域自治体とともに検討するこ

とが重要であることがわかった。

特に、降雨継続時間が6時間から12時間程度のスケー

ルに対応する流域の空間スケールである概ね300km2～

1,000km2程度の流域を有する河川において総合的な対

策を検討することが重要であると感じられ、既往での災

害対応での効果のあった事例を踏まえながら、初動対応

での情報収集・伝達、避難勧告・指示の発令のあり方、

災害弱者の避難、浸水に対して安全な避難場所、洪水危

険度マップなどのソフト対策について実効ある対策を検

討し、実施していくことが重要であると考えられる。
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